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１．はじめに

　中国は，改革開放開始直後の１９８０年に広東省

と福建省の４つの都市に経済特区を設置し，外

国直接投資（FDI）の受入を開始した。その後，

「点から線，線から面」へと表現されるように，

対外開放地域は，華南地域の経済特区から沿海

部全域，そして中国のほぼ全土へと拡大されて

いった。このような対外開放地域拡大の過程の

中で，１９８０年代末より全国各地にも経済技術開

発区や高新技術産業開発区などの各種開発区が

設置された。

　これらの各種の開発区の設置は，その域内で

受けられる税制などの優遇を通じて，外資吸収

に大きな役割を果たし，経済特区や開発区を中

心とした外資企業の集積を形成した。このよう

な外資吸収における開発区の役割については中

国政府自身も認めており（国務院弁公庁２００３），

多くの実証研究においても，経済特区や各種開

発区の存在，あるいはそれらの地域で受けら

れる優遇政策が外資吸収にプラスの影響を与

えていたことが明らかにされている（例えば，

Broadman and Sun 1997, Cheng and Kwan 

2000）。

　しかし，２０００年代に入ると，１９９０年代までの

全方位・拡大的な外資吸収政策に変化が見られ，

選択的かつ制限的な外資吸収政策が打ち出され

るようになった。例えば，制限・禁止業種を含

んだ業種ガイドラインの制定，地方政府による

開発区の新設・拡張に対する制限，外資企業に

対する企業所得税の一律優遇の廃止などが挙げ

られる。また，外資吸収の「量」から「質」へ

の方針転換は，２００６年に国家発展改革委員会に

よって出された「外資利用第１１次五カ年規画」

においても明記された。

　このような外資吸収政策の転換は，外資企業

にとってはコストの上昇につながり，特にこれ

から進出しようとする企業の立地選択ならびに

集積の状況にも影響を与えている可能性がある。

そこで，本稿では，近年の外資吸収政策の転換

を整理しつつ，外資企業の主な受入地となって

いる長江デルタに位置する浙江省と江蘇省の

データを用いて，２０００年代の外資工業企業の集

積の動向ならびにその要因を定量的に分析する。

なお，集積の動向を分析するにあたり，地理情

報システムを利用した空間統計学の手法を用い

て，これまで企業の集積に関する定量的な分析

において無視されがちであった隣接関係も考慮

にいれた分析を行う。

　本稿の構成は以下のとおりである。次節で中

国における企業の集積に関して定量的な分析を

行っている研究のサーベイを行い，これらの研

究の問題点を明らかにする。第３節では，中国

の外資吸収政策の変遷と分析対象地域である江
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蘇省と浙江省の外資受入状況について整理する。

第４節では，１９９９年から２００８年までの県レベル

データと空間情報データから集中と集積に関す

る尺度を算出することで，近年の江蘇省と浙江

省における外資工業企業の地理的分布の動向を

記述統計的に分析する。第５節では，地理的分

布を形成する外資企業の投資の要因分析を行い，

最後にまとめとインプリケーションを述べる。

２．先行研究のサーベイ

　主流派経済学の理論では，隣接性や輸送費と

いった地理的要因が長らく無視されてきたが，

クルーグマン等が，ディクシット＝スティグ

リッツの独占的競争モデルをもとにして，集積

の形成について「空間経済学」として緻密な理

論化を行った（Krugman 1991; Fujita, Krugman 

and Venables 1999）。この研究を契機に，中国

における産業集積についても多くの実証が行わ

れるようになった。ここでは，中国の産業集積

を定量的に分析した研究のサーベイを行う。

　まず，統計データを用いて何らかの尺度を算

出することで，集積の程度を分析している研究

をみてみよう。Wen（２００４）は，中国の製造業

の地理的集中の変化を測定するために，省レベ

ルの２桁と３桁産業分類データを用いて，１９８０

年・１９８５年・１９９０年の業種別のジニ係数を計算

し，資源依存型ではない産業の多くが沿海部に

集中し，大半の業種で地理的集中が進んだこと

を示した。羅・曹（２００５）は，省レベルの製造

業２０種データを用いて，Ellison-Glaeser 指数を

算出し，１９９０年代は地理的集中度が低下したも

のの，２０００年代に入り地理的集中度が上昇した

ことを示した。ヂャンとヂォンは，１９９６年・

２００１年の基本単位センサスと２００４年経済センサ

スデータを用いて，省・市・県レベルの製造業

の Maurel-Sedillot 指数を算出し，やはり地理

的集中度が進んだことを示した（Zhang and 

Zheng 2007）。以上の研究によると，中国の製

造業の地理的集中度は高まっているというのが

総意のようである。

　しかし，上述した研究で用いられているジニ

係数，Ellison-Glaeser 指数，Maurel-Sedillot 指

数は，いずれもどこに立地しているかという空

間情報は含まれていない。これらの指数のみで

は，企業立地の地域格差はわかるものの，集積

の特徴である立地の隣接性の状況については判

断できない。そこで，空間情報を用いて，企業

数などの当該地域の属性値と隣接地域の属性値

の関係を示す集積度（詳細については後述）を

合わせて分析する必要がある。

　この隣接性を分析するために，空間情報を含

んだ尺度を用いた研究として，王・魏（２００７），

日置（２０１０）が挙げられる。王・魏は，製造業

の立地を分析するにあたり，ジニ係数やハー

フィンダール指数に加えて，各地域間の距離を

考慮した空間分散度という指数を用いて省レベ

ル製造業データを分析している。その結果，省

レベルのジニ係数は改革開放後上昇した一方で，

空間的分散度は低下し，珠江・長江両デルタに

集積が進んだことを示した。また，日置（２０１０）

は，２００４年の経済センサスデータを用いて，王

・魏と同様に地理的集中度を示す Maurel-

Sedillot 指数と隣接地域との関係から集積度を

示す Moran’s I 指数の２種類の尺度を併用して，

郵便番号地区レベルという非常に細やかな地域

単位で，製造業の集積地の同定を行っている。

　続いて，外資企業の集積に関する研究を見て

みよう。小森谷・塚田（２００４）は省レベルで，

Head and Ries（１９９６），坂本・佐野・戴（２００９）

は地級市レベルで，企業の立地選択という視点

から外資企業の進出決定要因の分析を行い，新

規の直接投資が既存の外資企業の進出が多い地

域ならびに優遇が受けられる特区や経済開発区

のある地域へ向かっていることを示した。また，

Coughlin and Segev（２０００）は，省レベルの直

接投資受入額のデータを用いて，OLS と空間計

量モデルをそれぞれ推計し，比較することによ

り，外国直接投資の分布には空間依存性が存在

することを明らかにしている。

　以上で示した他にも企業の集積や立地選択に

関する先行研究は多数あるが，改善すべきいく

つかの点が存在する。一つ目に，前述のように
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ジニ係数のような空間情報を含まない集中度の

みを算出した分析では，集積の概念にある隣接

性は無視されており，王・魏や日置の研究のよ

うに集積の尺度も併用することが望ましい。二

つ目に，多くの定量的分析は，データの制約の

ために省や地級市レベルを分析地域単位として

いる。しかし，中国の国土の大きさを考えると

集積を分析するにあたってはいささか大きすぎ

るという点である。三つ目は集積の要因分析に

おいて，変数に空間的相関があるにも関わらず

それを無視した方法で分析されていることが多

い点である。そこで，本稿ではこれらの問題に

対処しながら，近年の江蘇省・浙江省における

外資工業企業の集中・集積の動態ならびにその

要因について分析していくことにする。
　

３．中国の外資吸収政策の変遷と
　江蘇・浙江の外資吸収状況

　

　中国の対外開放は，改革開放開始直後の華南

における４か所の経済特区設置に始まり，その

後，順次開放地域を広げながら，各地にインフ

ラが整備された開発区を設置し，企業所得税の

優遇を外資企業に与えることで，企業の誘致を

行ってきた。

　ここで，本稿の分析対象地域である江蘇・浙

江両省における開発区の設置状況をみてみよう。

表１は，江蘇・浙江両省における国家級技術開

発区と高新技術産業開発区のリストである。長

江デルタ地域に，国務院認可の国家級開発区が

設置されたのは，１９８４年に沿海部１４都市が開放

された際に，江蘇省南部の南通市と同北部の連

雲港市に設置されたのが最初となる。その後，

国家級開発区の設置個所は広がりを見せ，２００６

年末時点で国家級の経済技術開発区は江蘇・浙

江に４か所ずつ，高新技術産業開発区は江蘇省

に４か所，浙江省に１か所設置されている（国

家発展和改革委員会他　２００７）１。

　また，表１で示した国家級開発区の他に，

１９９０年代半ばより，地域発展の切り札として外

資企業を誘致するために，省・市・県・村・区

などの各級地方政府が競うように開発区を設置

していった。このような誘致合戦が繰り広げら

れた結果，２００３年時点で各級政府が設置した開

発区は，無許可のものも含めると全国で５０００か

表１　江蘇省・浙江省の国家級経済技術開発区と高新技術産業開発区

面積（ha）批准時期開発区名分類地域

１１３７２００２年３月南京経済技術開発区経済技術開発区江蘇省

１０００１９９２年８月昆山経済技術開発区

３００１９８４年１２月南通経済技術開発区

１０００１９８４年１２月連雲港経済技術開発区

１６５０１９９１年３月南京高新技術産業開発区高新技術産業開発区

９４５１９９２年１１月無錫高新技術産業開発区

５６３１９９２年１１月常州高新技術産業開発区

６８０１９９２年１１月蘇州高新技術産業開発区

１０００１９９３年４月杭州経済技術開発区経済技術開発区浙江省

９２０１９９３年９月蕭山経済技術開発区

２９６０１９９２年１０月寧波経済技術開発区

５１１１９９２年３月温州経済技術開発区

１２１２１９９１年３月杭州高高新技術産業開発区高新技術産業開発区

（出所）国家発展和改革委員会他（２００７）より筆者作成。

───────────
１　このほかにも，国家級の開発区として輸出加
工区，保税区，旅游度假区などが設置されてい
る。
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所以上に膨れ上がったと言われている（ ，　

２００９）。このような流れのなか，江蘇・浙江両

省においても多くの外資を吸収した。

　表２は，両省の実際利用外資額とそのシェア

を示したものである。開発区の設置がさかんに

行われるようになった１９９０年代半ばから２０００年

代初頭にかけて，実際利用外資額は急増し，そ

のシェアも伸ばしてきた。優遇政策やインフラ

整備をともなった開発区の設置は両省において

も外資導入において一定の役割を果たしてきた

ことがわかる。

　しかし，各級地方政府による開発区設置競争

による弊害も現れてきた。国家級開発区に比べ

てインフラ整備の劣る下級地方政府が設置した

開発区では，外資企業誘致のために工業用地使

用権の譲渡などで過度なディスカウントが行わ

れ，中央政府が定めた優遇政策よりもさらに好

条件を提示することもあった（日中経済協会　

２００８）。また，開発区で提供するための工業用

地を調達するために，地方政府による大量の耕

地転用や違法な国有地譲渡も行われ，農民と国

家の利益を害することになった（国務院弁公庁

２００３）。

　そこで，２００３年に中央政府は，開発区の整理

整頓に関する通知を発布し，さらに省級以下の

地方政府による開発区の設置と拡張の申請を一

時的に停止することとなった。その後，開発区

の批准手続きは再開されたものの，県級以下の

地方政府による開発区設置はできなくなった。

また，工業用地の過度なディスカウントに歯止

めをかけるために，工業用地の譲渡価格に地域

ごとの最低価格も設定された（国土資源部　

２００６）。このように工業用地の供給と価格にお

いて制限が加えられた結果，外資企業が開発区

表２　江蘇省・浙江省実際利用外資額と全国シェア

浙江省江蘇省

シェア（％）投資額（億ドル）シェア（％）投資額（億ドル）

０．４７ ０．４８１．３７１．４１１９９０

０．７９ ０．９２２．０２２．３３１９９１

１．５３ ２．９４７．３１１４．０３１９９２

２．６５ １０．３３７．７０３０．０２１９９３

２．６５ １１．４４９．６７４１．７７１９９４

２．６１ １２．５８９．９３４７．８１１９９５

２．７７ １５．２０９．２５５０．７２１９９６

２．３３ １５．０３８．９９５７．９３１９９７

２．２５ １３．１８１１．３６６６．５２１９９８

２．９１ １５．３３１２．１５６３．９９１９９９

２．７２ １６．１３１０．８２６４．２４２０００

４．４５ ２２．１２１４．３４７１．２２２００１

５．７４ ３１．６０１８．８４１０３．６６２００２

９．７１ ５４．４９２８．１５１５８．０２２００３

１０．４３ ６６．８１１８．９４１２１．３８２００４

１２．８０ ７７．２３２１．８５１３１．８３２００５

１３．２５ ８８．８９２５．９９１７４．３１２００６

１３．２３ １０３．６６２８．０７２１９．９２２００７

１０．９０ １００．７３２７．１９２５１．２０２００８

（出所）『江蘇統計年鑑』，『浙江統計年鑑』各年版より筆者作成。



中国経済研究　第８巻第１号４４

において新規に工業用地を取得するためのハー

ドルは以前よりも高くなったと言える。

　このような開発区設置に関わる方針転換に加

えて，２００６年１１月に発表された「利用外資“十

一五規”画」（国家発展和改革委員会　２００６）に

おいて，外資利用の「量」から「質」への転換

がうたわれた。この方針は，「外商投資産業指

導目録（ガイドライン）」にも現れ，ハイテク・

省エネ・環境保護・高付加価値産業への投資が

奨励され，安価な労働力を用いた輸出を目的と

する単純な製造業は歓迎されなくなった。

　さらに２００８年１月１日より，新しい企業所得

税法とその実施条例が施行され，外資企業への

優遇税制も変更された。従来は，経済特区や開

発区における外資企業は，一律に企業所得税の

優遇が与えられていたが，一定の過渡的措置の

のちに国内企業との税率一本化が実施されるこ

とになった。そして，一律の外資企業優遇の代

わりに，経済発展の遅れている西部地域へ投資

する企業やハイテク・環境分野といった特定分

野の企業に優遇が与えられることになった。こ

の改正により，西部地域と前述の特定分野の企

業を除いて，開発区における外資企業の税制面

での優位性は失われることになった。

　このような，２０００年代に入ってからの一連の

外資吸収政策の転換の影響のためか，表２の江

蘇・浙江の外資受入額の全国シェアは２０００年代

後半に入り伸び悩んでいる。このことは，外資

企業の立地や集積に関する先行研究で言われて

いた優遇措置をもつ開発区が存在することが外

資企業の進出を促すという傾向に変化をもたら

しているかもしれない。そこで，以下の節では，

１９９０年代以降膨大な外資を吸収してきた江蘇省

と浙江省における近年の外資企業の地理的分布

について分析していくことにする。
　

４．江蘇省と浙江省における外資企業の
立地分布の動向　　　　　　　

　

４．１　江蘇省と浙江省における外資企業の集中

度と集積度

　まずは，近年の外資企業の立地状況について

直感的に把握するために，江蘇省と浙江省の外

資工業企業数の階級区分図をみてみよう。各県

の省内での相対的な地位の変化をみるために図

１は江蘇省，図２は浙江省の県別の外資工業企

業数を各省の５分位区分で示している２。

　これらの階級区分図をみると，いずれの省に

おいても，外資企業の地理的分布には地域的な

偏りがあることがわかる。また，１９９９年と２００８

年の比較でも分布状況が異なることがわかる。

このような地理的分布の変化を定量的にとらえ

───────────
２　市轄区については個別のデータが入手できな
かったためにひとつのブロックとして扱い，分
析期間中の行政区画の変更に対処するために，
１９９９年の地図も２００８年時点の行政区画を用いて
示している。なお，同一企業数をもつ複数の県
があるために均等な５分位とはなっていない。

図１　江蘇省外資工業企業階級区分図（１９９９年
・２００８年）

（出所）China Data Center（２００５），『江蘇統計
年鑑』各年版より筆者作成。
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るために，本節では２種類の尺度，すなわち，

地理的集中度を示すジニ係数ならびに集積度を

示すモラン（Moran）の I 指数を用いてみてい

くことにする３。

　先行研究のサーベイでも述べたように，ジニ

係数などの地理的集中度を示す尺度には空間情

報が含まれていないので，分析対象地域内の小

ブロック間の隣接性や距離といった地理的関係

は考慮されていない。

　例えば，図３のような２種類の地理的分布例

で考えてみよう。ケースＡもケースＢもジニ係

数は０．５５６となり，数値からは立地状況を区別

することはできない４。このことは，ハーフィ

ンダール指数や Ellison-Glaeser 指数などの空

間情報を含まない他の指数でも同様である。

　しかし，我々が一般的に企業の集積している

立地パターンとしてイメージするのは，ケース

Ｂの方であり，ケースＡとケースＢを区別でき

る指数を用いる必要がある。そこで，本稿でこ

の課題に対処するために用いるのが，空間的

自己相関の測度であるモランの I 指数（Moran 

１９４８）である。（１）式のように定義される（谷

村　２０１０）。

　（１）
　 

　（１）式の 　は地区数（県級の数）， 　は　 　地区

の属性値である。ここでは外資企業数と外資企

業工業生産高の２種類のデータを用いた。 

は空間重み付行列（Spatial Weight Matrix）の

　 　行目　 　列目の要素である。空間重み付行列は，

各県間の地理的関係を考慮するための係数であ

り，各地区の隣接の有無や２地点間の距離など

様々な定義方法があるが，本稿では，China 

Data Center（２００５）の空間データより地点間の

ユークリッド距離５の逆数から算出した係数を

───────────
３　本稿では，中村（２００８）にならい，「集積」は
企業数が多い複数の地点が空間的に近接し合っ
ている状況を指し，「集中」は少数の地点に企業
が集まっている状況を指すことにする。した
がって，ある１地点のみに多くの企業が存在し，
他の地点には企業が存在しないような「集積の
ない集中」という状況もありうる。

図２　浙江省外資工業企業階級区分図（１９９９年
・２００８年）

（出所）China Data Center（２００５），『浙江統計
年鑑』各年版より筆者作成。

───────────
４　極端な例では，全国の省レベルで見た場合，
隣接する上海・浙江・江蘇の長江デルタに集中
している場合でも，互いに遠く離れた上海・チ
ベット・広東の３地点に集中している場合でも
同じ数値として算出されることになる。

５　ユークリッド距離とは二地点間の直線距離の
ことで，２次元の平面上に（ ）と（ ）
という座標の２地点があった場合のユークリッ

図３．立地分布例

（出所）Lafourcade and Mion（２００７）p. ４９。
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用いた。この空間重み付行列により，距離が近

い地区との関係を距離が遠い地区との関係より

も重視することになる。

　モランの I 指数が正の値を示す場合，類似し

た属性をもつもの同士が空間的に近接している

「正の空間的自己相関」をもつような状態であ

り，分析対象内（つまり各省の中）に属性値が

高い地区同士が近接し，クラスターを形成して

いると考えることができる６。図３のケースＢ

はまさにこのような状態であり，モランの I 指

数はケースＢの方がケースＡよりも高い値を示

すことになる。

　また，空間的属性値のランダム性を仮定する

と，このモランの I 指数を標準化した統計量ｚ

は近似的に正規分布　 　に従うので，

空間的自己相関が有意であるか正規分布表を用

いた統計的検定も可能である。　

　なお，集積度を示す同様の指数として，他に

も Geary の　C　指 数 や Getis-Ord の General G

指数などが挙げられる。しかし，次節で示す局

所的な地区間の関係を見る際に，周辺地区の

数値は低いが当該地区の数値は周辺地区に比

べて高い，あるいはその逆の関係が統計的に

有意であることを示せるのはモランの　I　指数

をもとにしたローカル・モラン　I　指数のみであ

り，Getis-OrdのGeneral G　指数をもとにした 

Getis-Ord の Gi＊ などでは示せないので，本稿

では集積度を示す指数としてモランの I 指数を

採用した。

　表３は各省の県別外資工業企業数ならびに外

資企業工業生産額から算出した１９９９年から２００８

年までのジニ係数，モランの I 指数ならびにそ

の統計的有意性を示している７。まず，各省の

外資企業の地理的集中度を示すジニ係数を見て

みよう。江蘇省の企業数で見たジニ係数は２００１

年に０．７０８とピークを迎え，その後は低下傾向

にあり，２００８年には０．６７３となった。生産高の

ジニ係数も２００４年に０．８１５とピークを迎えた後

は低下傾向にあり，２００８年には０．７６２まで低下

した。浙江省の企業数のジニ係数はわずかな増

減を繰り返し，はっきりとした傾向はみられな

いが，生産高でみたジニ係数は２００３年以降わず

かながら低下傾向にある。よって，２０００年代後

半の外資企業の集中度（言い換えると県間格差）

は，江蘇省でも浙江省でも低下しているといえ

よう。

───────────
ド距離は， ）となる。

６　「負の空間的自己相関」を示す場合には，類似
した属性をもつ地点が互いに反発するように分
布している状態となる。

７　図１，図２と同様に，いずれの年度も２００８年
時点の行政区画に編集した空間データを用いて
算出した。これにより，行政区画が変わること
によって，各尺度の計算結果が変化するという

表３　江蘇省・浙江省の集中度・集積度
江蘇省

生産高企業数

Moran’s Iジニ係数Moran’s Iジニ係数年度
＊＊０．２３４０．７８０＊＊０．２３５０．６９７１９９９
＊０．２０３０．７９３＊＊０．２４６０．７００２０００
＊０．２０６０．７９６＊＊０．３０３０．７０８２００１
＊＊０．３１１０．７８８＊＊０．３３１０．６９９２００２
＊＊０．３１４０．８０７＊＊＊０．３６１０．６９２２００３
＊＊０．３９２０．８１５＊＊＊０．４３４０．６９３２００４
＊＊＊０．４３５０．８０４＊＊＊０．４６６０．６９５２００５
＊＊＊０．４５００．７９２＊＊＊０．５２５０．６８０２００６
＊＊＊０．４６２０．７７９＊＊＊０．５４４０．６７４２００７
＊＊＊０．４８５０．７６２＊＊＊０．５８１０．６７３２００８

浙江省

生産高企業数

Moran’s Iジニ係数Moran’s Iジニ係数年度

０．０３１０．７８５＊０．０８９０．６９４１９９９
＊０．０３５０．７８４＊０．１１２０．６９２２０００

０．０２７０．７７８＊０．１２６０．６９１２００１

０．０３００．７７８＊＊０．１４９０．６７７２００２

０．０３１０．７８１＊＊０．１６１０．６７５２００３
＊０．０６１０．７７６＊＊０．１８４０．６８９２００４
＊０．０６２０．７７５＊＊０．１９８０．６９０２００５
＊０．０６５０．７７９＊＊０．２１８０．６８５２００６
＊＊０．０７３０．７７５＊＊０．２１２０．６８５２００７
＊＊０．０７８０．７６９＊＊０．２０９０．６８７２００８

（出所）『江蘇統計年鑑』，『浙江統計年鑑』，China Data 

Center （２００５）より筆者算出。

───────────
可変地域単位問題（MAUP）を回避している。
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　つづいて，立地の変動がどのような空間分布

で行われているかを確認するために集積度を示

すモランの I 指数の計算結果をみてみたい。江

蘇省のモランの I 指数は，企業数と生産高いず

れも分析期間を通して有意に正の空間的自己相

関が認められ，その数値も正の値で上昇し続け

ている。江蘇省と同様に，浙江省の企業数と生

産高のモランの I 指数も，分析期間を通じて，

その数値は上昇し続けている。また，生産高の

モランの I 指数は２００３年までは，多くの年度で

有意な正の空間的自己相関は認められなかった

が，２０００年代後半に入ると有意に正の空間的自

己相関が認められるようになった。以上の結果

より，江蘇・浙江いずれの省においても，２０００

年代に入り，外資企業の地理的な集積度は高

まっていると判断して間違いないであろう。

　集中度と集積度を算出した結果，近年の外資

企業の立地分布の格差を示す集中度は下がる一

方で，近接性を考慮した集積度は上昇している

ことがわかった。このような集中度と集積度の

時系列変化は，立地分布に以下のようなことが

起こったと考えられる。当初は，一つあるいは

距離の離れた少数のコアに突出するように集中

して外資企業が立地していたのが，その後コア

の周辺部へも進出が続いたことによって，集積

度が上昇した。その一方で，コアの周辺部にも

外資企業が進出したことにより，当初突出して

いたコア自体の各省内における相対的な地位が

低下したために，省内での立地分布の格差が縮

小したと考えられる。

４．２　外資企業の集積地の同定

　では，外資企業の集積の中心は具体的にどの

地域に存在しているのでいるのか？モランの I　

指数は，分析対象全体（つまり各省）にクラス

ターが存在するかどうかを調べることはできる

が，分析対象の中で具体的にどこに集積が存在

するかということは示すことはできない。そこ

で，Anselin（１９９５）は，局所的な空間的自己

相関をみるために，ローカル・モラン I 指数

（Local Indicator of Spatial Association）を提案

した８。ローカル・モラン I 指数は（２）式のよ

うに定義される。

（２）
　 

　 　は，（１）式の（グローバル）モランの I 指

数を地区（ここでは県）ごとに分解したもので

あり，これにより，それぞれの地区のローカル・

モラン I 指数を計算することが可能になる。こ

のローカル・モラン I 指数も（グローバル）モ

ランの I 指数と同様に有意性の検定が可能であ

る。

　また，各地点の局所的な空間的自己相関，す

なわち当該地点と周辺地点との関係は，以下の

４つのパターンに分類することができる。

・High-High（HH）：当該地区と周辺地区の数

値がともに高い場合。

・High-Low（HL）：当該地区の数値が周辺地区

に比べて相対的に高い場合。

・Low-High（LH）：当該地区の数値が周辺地区

に比べて相対的に低い場合。

・Low-Low（LL）：当該地区と周辺地区の数値

がともに低い場合。

上記の４パターンのうち，HH と LL の場合に

は，ローカル・モラン I 指数は正の値をとり，

HL と LH の場合には負の値をとることになる。

これらのパターンが統計的に有意な地点を地図

上に示すことにより，具体的に集積地を知るこ

とができる。Anselin は，この地図のことを 

LISA Cluster Map と呼んでいる。

　図４と図５は，それぞれ江蘇省と浙江省の

２００８年の県別の外資工業企業数を用いた LISA 

Cluster Map で，５％有意で上記のパターンが

認められた地域に色づけをして示している。無

色の地域は，当該地区の企業数と周辺地区の企

業数の間で有意な関係がみられなかった地域で

ある。江蘇省で統計的に有意な HH のパター

ン，つまり集積を形成していると認められた地

───────────
８　この Anselin のローカル検定に対して，

Moran（１９４８）のように対象地域全体を一括し
て調べる検定をグローバル検定とも呼ぶ。
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域は，南部の江陰市，蘇州市轄区，常熟市，昆

山市，呉江市，太倉市の６県級市であった。こ

のうち，蘇州市轄区，昆山市は，国家級開発区

が設置されている地域で，ほかの４市は，その

隣接地区である。一方 LL，つまり当該地区も

周辺も企業数が少ない地域は北部に集中して現

れた。浙江省で HH のパターンとして認めら

れたのは，寧波市轄区，慈渓市，奉化市の３県

級市であった。このうち，寧波市轄区は国家級

開発区が置かれ，慈渓市，奉化市は寧波市の隣

接地区である。企業が少ない LL のパターンは，

浙江省の南西部に集中して現れた。なお，両省

とも有意に LH と HL のパターンとして認めら

れた地域は存在しなかった。

　紙幅の関係により分析期首の LISA Cluster 

Map は省略するが，図１と図２の１９９９年の階級

区分図と比較すると，１９９０年代末は江蘇省北部

や浙江省中部沿海部にも第１分位となっていた

地域があったが，２００８年の階級区分図ではラン

クが低下し，２０００年代に入り，江蘇・浙江いず

れの省も上海に近い地域に集積を形成するよう

になったことが伺われる。
　

５．江蘇省と浙江省における
　　外資企業の進出要因分析

　

　では，ここまでの分析でみてきた外資企業の

立地の変動はどのような要因によって生まれた

のだろうか。その要因を明らかにするために簡

単な立地分析を行ってみた。被説明変数は，外

資企業が新たな投資先としてどこを選択してい

るかみるために，２００８年の県別外資工業企業数

の前年比増減数とした９。説明変数は，市場の

大きさ，規模の経済，輸送費に着目した空間経

済学のアイデアや立地選択に関する既存研究を

参考にして，前年，つまり２００７年度の外資工業

企業数，全工業企業数，輸出額，社会消費小売

額，平均職工賃金，国家級開発区ダミー，道路

密度（面積当たり一般道路距離）を用いた。

　外資工業企業数，全工業企業数，輸出額，社

会消費小売額は，取引ルートの多さやノウハウ

の蓄積，さらには都市レベルでの規模の経済を

示すデータとして，空間経済学の想定では正に

なることが予想される。平均職工賃金，国家級

開発区ダミーは生産コストに関わる変数である。

もし，外資企業が安価な賃金の労働力を求めて

───────────
９　Head and Ries（１９９６）や小森谷・塚田（２００４）
のように立地選択を扱った一部の既存研究では
新規投資件数を被説明変数とした条件付ロジッ
ト分析が行われているが，残念ながら同様の分
析に必要な県別の新規投資件数が江蘇省では入
手できなかったので企業数の増減で代替した。

図４　江蘇省外資工業企業数 LISA Cluster 
Map（２００８年）

（出所）China Data Center（２００５），『江蘇統計
年鑑』２００９年版より筆者作成。

図５　浙江省外資工業企業数 LISA Cluster 
Map（２００８年）

（出所）China Data Center（２００５），『浙江統計
年鑑』２００９年版より筆者作成。
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いるのであれば負となる。国家級開発区ダミー

は，インフラが整い優遇の受けやすい地域とし

て，正になることが予想される。道路密度は輸

送インフラの充実度を示す変数として用い，正

になることが予想される。

　ところで，ここまでの分析で外資企業の立地

に関する地理空間データには空間な自己相関が

存在することがわかったが，変数に空間的自己

相関が認められる場合，通常の回帰モデルの前

提である「モデルの誤差は互いに独立である」

という条件が崩れる可能性がある（Anselin 

１９８８）。そこで，（３）式の OLS とともに，被説

明変数に空間的自己相関が認められる場合に用

いられる（４）式の空間ラグモデル（Spatial Lag 

Model, SLM）と，（５）式のような誤差項に空間

的自己相関がある場合に用いられる空間誤差モ

デル（Spatial Error Model, SEM）を用いてそ

れぞれ推計した。（４）式と（５）式のＷはいずれ

も空間重み付行列である。推定結果は，表４の

とおりである。

　OLS　  （３）

　　　　 
　SLM （４）
　　　　 

　　　　 
　SEM （５）
　　　　 

　OLS，SLM，SEM の３種類の推定のうち，赤

池の情報量基準（AIC）が小さいものが，最も

当てはまりのよい方法として判断されるが，い

ずれの推定も空間的効果を考慮した SLM か 

SEM を採用することになった。また，大半の

モデルで空間重み付行列を含む係数は有意に正

となり，周辺地区の変数が影響を与えているこ

とがわかった。

　最もあてはまりのよかった推定方法の結果か

ら各説明変数について判断すると，外資企業の

新規投資は，江蘇省では，外資工業企業数，全

工業企業数，輸出額，社会消費小売額，平均職

工賃金，国家級開発区ダミーは有意に正となっ

た一方で，道路密度に関しては負に有意か，あ

るいは有意でないことがあった。浙江省では，

外資工業企業数，全工業企業数，輸出額，社会

消費小売額，国家級開発区ダミーが有意に正と

なった。職工平均賃金は有意とはならなかった。

道路密度は，一部のモデルにおいて正の有意と

なった。

　推定結果より考察をしてみると，外資工業企

業数，全工業企業数，輸出額，社会消費額は想

定通りに正であったので，外資企業は取引先の

豊富さやノウハウが蓄積され，都市レベルで規

模の経済が働く地域を投資先として決定してい

るといっていいであろう。平均職工賃金は事前

の想定とは異なり，江蘇省では正に有意になり，

浙江省では有意性が認められなかった。これは，

長江デルタ地域では，外資企業が安価な労働力

をもとめて投資先を決定しているのではないこ

とを意味する。むしろ，長江デルタ，特に江蘇

省の外資企業は単純労働力よりも賃金の高くて

も技能を持つ労働力を求めていることが考えら

れる。

　また，国家級開発区ダミーは多くの既存研究

と同様に，正に有意となった。前述のとおり，

２０００年代に入ってからの外資吸収政策の方針も

変更されたが，依然として国家級開発区のある

地域は，外資企業の立地選択にあたって重要な

役割をしているといえる。外資工業企業数や全

工業企業数も有意にプラスであったことをあわ

せて考えると，これまでに開発区の設置された

地域において蓄積された企業ネットワークや技

術水準が外資企業の進出に対してプラスに影響

しているのであろう。

　道路密度は，江蘇省では既存研究などからの

想定とは異なり，負に有意になることが多かっ

た一方で，浙江省では一部で正に有意となった。

江蘇省は地形的に平地が多く，すでに交通網も

充実しているために，立地選択にあたってはプ

ラスにならず，むしろ混雑などのためマイナス

に効いたことが考えられる。一方で，浙江省は

南西部の多くが山地となっており，交通の利便

性も北東部に比べてよくないことから，道路密

度は浙江省の外資企業の進出にプラスに影響し

たと考えられる。
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表４　空間計量モデル推定結果
江蘇省

Model ３Model ２Model １

SEMSLMOLSSEMSLMOLSSEMSLMOLSVariable
＊＊＊１７．６０９４．４２７－６．７９５＊＊＊３９．８７８＊＊１６．８１９５．２８４６．２５８＊＊＊１５．８９２９．７７５C

（５．５０４）（５．０１９）（６．９３４）（１１．６２５）（８．５３３）（１２．００９）（６．１５８）（６．０５５）（７．２２９）
＊＊＊０．１４２＊＊＊０．１０５＊＊＊０．１３２NOFIC

（０．００７）（０．００９）（０．００９）
＊＊＊０．０１９＊＊＊０．０２５＊＊＊０．０３６NOIC

（０．００４）（０．００４）（０．００５）
＊＊＊０．０００＊＊＊０．０００＊＊＊０．０００EXPORT

（０．０００）（０．０００）（０．０００）

RETAIL

WAGE

IPD

－０．００２－０．７５１＊＊１１．０７７＊＊＊－２２．２１０＊＊＊－１６．４１９－５．７０９－５．４５５＊＊＊－１２．７８０－６．７４９ROAD

（０．００２）（３．４７５）（４．６２０）（６．１６３）（５．９３７）（８．３４８）（４．３７６）（４．２０７）（４．９６３）
＊＊＊０．４０３＊＊＊０．５４０＊＊＊０．３２７ρ

（０．０５２）（０．０７８）（０．０６５）
＊＊＊０．４８６＊＊＊０．６３１＊＊－０．２７６λ

（０．０９２）（０．０７３）（０．１１６）

６４６４６４６４６４６４６４６４６４N

０．８４１０．４０３０．８１１０．６９００．６９４０．４２２０．８０７０．８４６０．７９０R^２

５４１．７２３５１２．１９１５４４．３６９５９１．５１２５８７．７８９６１５．７７６５４８．０３７５３６．５９３５５０．９０７AIC

－２６７．８６２－２５２．０９５－２６９．１８５－２９２．７５６－２８９．８９５－３０４．８８８－２７１．０１８－２６４．２９７－２７２．４５３L.L.

Model ６Model ５Model ４

SEMSLMOLSSEMSLMOLSSEMSLMOLSVariable
＊＊＊４６．４５１＊１６．０６１２．９０９＊＊－３５．８０６＊＊＊－３２．４７９＊＊＊－６５．４０４＊＊＊４２．８７１＊１５．４１３１．５８４C

（１２．０８２）（８．６３４）（１３．０４５）（１７．９５５）（１２．３７２）（１４．９５１）（１１．８８６）（８．５５１）（１３．８１４）

NOFIC

NOIC

EXPORT

＊＊＊０．０５５＊＊＊０．０７５＊＊＊０．０９３RETAIL

（０．０１２）（０．０１３）（０．０２１）
＊＊＊０．００４＊＊＊０．００４＊＊＊０．００５WAGE

（０．００１）（０．００１）（０．００１）
＊＊＊２７．３３０＊＊＊４８．６７１＊＊＊６６．６７７IPD

（７．３３６）（８．３４８）（１２．６１０）
＊＊＊－１９．５１５－９．０４９７．２７４＊＊＊－２４．０５６＊＊＊－２３．３５５＊＊－１８．１０２＊＊＊－２０．１８１＊＊－１１．９８０５．３０２ROAD

（６．２８１）（５．７６３）（８．７４２）（６．１４３）（６．３５０）（８．３７０）（５．７９７）（５．７０８）（９．２５２）
＊＊＊０．５９７＊＊＊０．４８９＊＊＊０．６４１ρ

（０．０７０）（０．０８２）（０．０６７）
＊＊＊０．６７７＊＊＊０．５４３＊＊＊０．７０６λ

（０．０６６）（０．０８５）（０．０６２）

６４６４６４６４６４６４６４６４６４N

０．６８９０．６９２０．２９９０．７０００．６９１０．４８８０．７３００．６９９０．２４４R^２

５９４．８４２５９１．２１４６２６．０４９５８４．７７６５８６．３０３６０８．０２５５８８．０８３５９２．３７０６３２．９４８AIC

－２９４．４２１－２９１．６０７－３１０．０２５－２８９．３８８－２８９．１５２－３０１．０１２－２９１．０４１－２９２．１８５－３１３．４７４L.L.

（注）括弧内の数値は標準誤差、＊は、１０%水準、＊＊は５％水準、＊＊＊は１％水準で有意なことを示す。
NOFIC　 外資工業企業数
NOIC　 全工業企業数
EXPORT 輸出額
RETAIL　 社会消費小売額
WAGE　 平均職工賃金
IPD　 国家級開発区ダミー
ROAD　 道路密度（面積あたり一般道路距離）
ρ　 空間ラグ付変数の係数
λ　 空間エラーの係数
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表４　空間計量モデル推定結果（続き）
浙江省

Model ３Model ２Model １

SEMSLMOLSSEMSLMOLSSEMSLMOLSVariable

６．２７９４．３９３４．６６０２．１１６１．１４５１．３０１１．８５０１．０６７１．０４３C

（４．５８５）（４．０２８）（４．２５０）（５．７３２）（５．１７９）（５．３０５）（３．２６８）（２．９６８）（３．０２７）
＊＊＊０．０８８＊＊＊０．０８７＊＊＊０．０８７NOFIC

（０．００４）（０．００４）（０．００４）
＊＊＊０．０２２＊＊＊０．０２１＊＊＊０．０２１NOIC

（０．００２）（０．００２）（０．００２）
＊＊＊０．０００＊＊＊０．０００＊＊＊０．０００EXPORT

（０．０００）（０．０００）（０．０００）

RETAIL

WAGE

IPD

－５．４５９－４．７０１－３．４９８－９．３３８－７．９７９－７．６５０－３．２５１－１．８６４－１．９１９ROAD

（５．０２６）（４．５１９）（４．７６５）（６．５０９）（６．０４２）（６．１９８）（３．５８６）（３．３２３）（３．３９１）
＊０．１４００．０５９－０．００９ρ

（０．０７６）（０．０９１）（０．０５４）
＊＊０．２７９＊＊０．２８４＊＊０．２６３λ

（０．１１８）（０．１１８）（０．１１９）

６９６９６９６９６９６９６９６９６９N

０．８３５０．８２７０．８１５０．７３９０．７１００．７０７０．９１３０．９０４０．９０４R^２

５１３．３０８５１６．７２４５１８．９５０５４４．９１７５５２．０８３５５０．５６５４６９．３８２４７５．８２５４７３．８５３AIC

－２８７．６１４－２５４．３６２－２５６．４７５－２６９．４５８－２７２．０４２－２７２．２８２－２３１．６９１－２３３．９１２－２３３．９２６L.L.

Model ６Model ５Model ４

SEMSLMOLSSEMSLMOLSSEMSLMOLSVariable

－０．１８６－４．２３０－４．１５８－１８．６２２－１５．８３８－１４．８４３０．１０３－１．０９９－０．８８６C

（７．４６０）（６．３６０）（６．８０２）（１７．９５５）（１７．４６２）（１８．１７０）（７．０８３）（６．４３８）（６．７２０）

NOFIC

NOIC

EXPORT

＊＊＊０．１０７＊＊＊０．１０８＊＊＊０．１０９RETAIL

（０．０１３）（０．０１３）（０．０１４）

０．００００．００００．０００WAGE

（０．００１）（０．００１）（０．００１）
＊＊＊７６．３４６＊＊＊７６．６９３＊＊＊７５．８１９IPD

（９．０４０）（９．３０２）（１０．０００）

７．７０３９．８２０＊１２．４６８＊＊２２．７２５＊＊２０．９８０＊＊２２．９５５０．３７６０．０２７１．４６２ROAD

（７．９７１）（６．９０４）（７．４１２）（１０．９９５）（１０．３５８）（１０．６５２）（７．９６１）（７．３３７）（７．６４３）
＊＊０．２３３０．１６３０．１５６ρ

（０．１０４）（０．１２４）（０．１０９）
＊＊＊０．３０８０．１８２０．１７２λ

（０．１１６）（０．１２４）（０．１２５）

６９６９６９６９６９６９６９６９６９N

０．５６９０．５５６０．５０９０．１２００．１１４０．０８２０．５４９０．５５００．５３０R^２

５７９．９２３５８２．８９２５８６．３１８６２７．４５４６２９．７６２６２９．４８４５８１．２２７５８２．８５８５８３．３２１AIC

－２８６．９６１－２８７．４４６－２９０．１５９－３１０．７２７－３１０．８８１－３１１．７４２－２８７．６１４－２８７．４２９－２８８．６６１L.L.

（注）括弧内の数値は標準誤差、＊は、１０%水準、＊＊は５％水準、＊＊＊は１％水準で有意なことを示す。
NOFIC　 外資工業企業数
NOIC　 全工業企業数
EXPORT 輸出額
RETAIL　 社会消費小売額
WAGE　 平均職工賃金
IPD　 国家級開発区ダミー
ROAD　 道路密度（面積あたり一般道路距離）
ρ　 空間ラグ付変数の係数
λ　 空間エラーの係数
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６．おわりに

　長江デルタ地域では，改革開放後，特に１９９０

年代初頭，各地に税制面などで優遇政策の受け

られる開発区が設置され，外資企業が進出して

きた結果，開発区の存在する地域への集中的な

立地が発生した。その後，２０００年代に入り，外

資受け入れ政策の「量」から「質」への転換が

行われ，優遇対象業種にあてはまらない多くの

外資企業にとっては，制度的には開発区に進出

することのコスト面でのメリットを減少させる

こととなった。

　しかし，本稿で行った外資企業の投資要因分

析の結果から，開発区の存在する地域は外資企

業の投資先として，２００８年時点でもプラスの影

響があることがわかった。また，江蘇，浙江両

省ともに２０００年代に入ってから一貫して隣接性

を考慮した集積度が上昇していることならびに，

LISA Cluster Map の図示により，集積が認め

られた地域は開発区が設置されている地域なら

びにその周辺に現れたことからも，開発区を無

視した立地選択をするようになったわけではな

く，一部の開発区ならびに開発区の周辺地域へ

と投資をおこなっていることがわかった。この

ようなことから，依然として，開発区の存在は

外資企業の投資立地選択や集積の形成に，大き

な役割をしているといえる。長江デルタにおい

て，各種開発区が設置されはじめて２０年以上

たったが，その間の企業ネットワークやノウハ

ウの蓄積は現在でも非常に大きな影響をもって

いるといえるであろう。

　また，このことは，地域格差是正のための政

策にも大きなインプリケーションを与えている。

２００８年施行の新しい企業所得税の優遇内容にも

あるように，近年内陸部への企業の誘致を進め

ているが，内陸部において企業の集積を形成す

るためには，直接的なコスト面での優遇だけで

は不十分で，企業ネットワークやノウハウの蓄

積を補助するような政策を実施する必要がある

といえるであろう。

　なお，本稿では可変地域単位問題への対処と

データの制約により，複数の市轄区をまとめて

一つの県単位として扱った。このため本来なら

ば，複数の県区で集積地を形成しているはずで

あるのに，LISA Cluster Map 上では有意な集

積地として検出されなかった可能性がある。こ

の点については，より微細な地区単位でのデー

タを利用した分析によって解決できるはずであ

るが，本稿では今後の課題としたい。
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　This paper summarizes the changes in China’s FDI policy and empirically examines the trend of 

locational choice of foreign enterprises in the Yangtze Delta. It mainly uses county level data from 

the Jiangsu and Zhejiang provinces using geographical information and applies spatial econometric 

methods.

　The main results are as follows. First, the degree of concentration (Gini coefficient) of firm 

location slightly declined. Meanwhile, the degree of accumulation (Moran’s I) significantly increased 

in the 2000s. Second, despite China’s FDI policy becoming more selective in the 2000s, the core of 

geographical accumulation still remained in the city, which established a state level economic 

development zone in the early years of reform and opening period. Third, the choice of location of 

foreign enterprises is significantly influenced by market size, the number of companies, the 

existence of an economic development zone, and the situation of the neighboring areas. However, 

contrary to expectations, wage does not have a negative influence on locational choice.

　These results imply that accumulation plays an important role in attracting foreign enterprises 

to a region; therefore, the government should apply a policy to help in the accumulation of know-

how and the establishment of a firm network in addition to cost-cutting policies like tax reduction.


